Gプロ　民法B班

【事実概要】
上告人は、東京ハウジング株式会社(以下「東京ハウジング」という。)に対し、平成二年九月二八日、三〇億を貸し付けた。
大協建設株式会社(以下「大協」という。)は、右同日、東京ハウジングとの間で、右の債務を担保するため、大協所有の建物(以下「本件建物」という。)及びその敷地につき、抵当権設定契約を締結し、その旨の抵当権設定登記手続をした(以下、右建物につき「本件抵当権」という。)。

大協は、本件建物の各専有部分を各賃借人に賃貸していたが、平成五年一月一二日、被上告人に対し次の約定で右建物を一括して賃貸し、同月一三日、その旨の賃借権設定登記手続をした(以下「本件賃貸借契約」という。)。

賃貸期間　定めなし

賃料　月額二〇〇万円

敷金　一億円(同月十四日支払済み)

なお、大協との従前の各賃貸借契約における平成三年三月二八日当時の賃料の合計額は、月額七二五万九六〇〇円である。

東京ハウジングは平成三年三月二八日に、払うべき利息の支払いを怠ったため、期限の利益を失った。

　大心は、平成五年四月一九日、大協に対して七〇〇〇万を貸し付けた。大協と大心は、その翌日である四月二〇日、本件建物についての平成五年五月分から同八年四月分までの賃料債権を右か私見債権の代物弁済として大協が大心に譲渡する旨の契約を締結し、被上告人はこれを承諾した。右三者は、以上の趣旨が記載された債務弁済契約書を作成した上、これに公証人による確定日付(平成五年四月二〇日)を得た。
東京地方裁判所は、本件抵当権の上告人の物上代位権に基づき、債権者を上告人、債務者を東京ハウジング、所有者を大協、第三債務者を被上告人とする債権差押命令申立事件について、平成五年五月一〇日、大協が被上告人に対して有する本件賃料債権のうち、差押命令送達時以降に支払期が到達する分から請求債権額三八億六九七五万六一六二円に満つる部分の差押命令を発し、同命令は、同月一四日東京ハウジング及び大協に、同年六月一〇日被上告人に送達された。上告人は、平成六年六月二三日、差し押さえた賃料債権のうち、同年四月八日以降支払期にある分について債権差押命令の申立てを取り下げた。なお、東京地方裁判所は、平成五年四月二〇日、本件建物につき競売開始決定をし、同日、差押の登記手続がなされた。

そこで、上告人は、右賃料債権差押命令に基づき取立権を取得したとして、平成五年七月分から平成六年三月分までの賃料六五三三万四六〇〇円の支払いを求めた。
【判旨】

「民法三七二条において準用する三〇四条一項但書が抵当権者が物上代位権を講師するには払渡し又は払渡しの前に差押えすることを要するとした趣旨目的は、主として、抵当権の効力が物上代位の目的となる債権にも及ぶことから、右債権の債務者(以下「第三債務者」という。)は、右債権の債権者である抵当不動産の所有者(以下「抵当権設定者」という。)に弁済しても弁済による目的債権の消滅の効果を抵当権者に対抗できないという不安定に地位に置かれる可能性があるため、差押えを物上代位の要件とし、第三債務者は、差押命令の送達を受ける前には抵当権設定者に弁済すれば足り、右弁済による目的債権消滅の効果を抵当権者にも対抗することができることにして、二十弁済を強いられる危険から第三債務者を保護するという点にあると解される。」

「右のような民法三〇四条一項の趣旨目的に照らすと、同項の「払渡又は引渡」には債権譲渡は含まれず、抵当権者は、物上代位の目的債権が譲渡された第三者に対する対抗要件が備えられた後においても、自ら目的債権を差し押さえて物上代位権を行使できるものと解するのが相当である。」
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平成7年5月30日　東京地方裁判所

第一審

【判旨】

【差し押さえ後の賃料債権であっても取り立てはできない】
「抵当権については、民法三七二条、三〇四条一項により目的不動産の賃料債権についても物上代位権を行使することができるところ、同条但書所定の差押さえより前に、右目的債権が弁済され、又は目的債権を譲り受けて第三者対抗要件を具備した第三者、もしくは目的債権につき、転付命令を得た第三者が存在するときは、抵当権は、これらの者に対し、優先権を主張することができないものと解するべきである(最高裁昭和六〇年七月一九日第二小法廷判決)。」
「原告が本件建物の競売及び抵当権の物上代位に基づく賃料債権の差押さえによって債権の回収を図ることが十分に予想されていたのであり、大心は、大協に対し、あえて七〇〇〇万を融資し、翌日、大協は、大心に対し、本件賃貸借契約に基づく賃料債権を譲渡したもので、将来三年分の賃料を本件抵当権を有する原告に取得させない意図をもっていたことは明らかである。」「右の消費貸借契約及び債務弁済契約は、大協、大心、及び被告が相談の上、原告の債権回収を妨害する目的をもってなされたものと推認することができるから、被告が、大協と大心間の債権譲渡を理由に原告の前記の物上代位に基づく賃料債権の差押さえは被告に対抗できないとする主張は、権利の濫用というべきである。」
平成8年11月6日　東京高等裁判所
原審

【判旨】
「抵当権者は、民法三七二条、三〇四条一項により、目的不動産の賃料債権についても物上代位権を行使することはできるが、同条但書により目的債権を差押さえる前に同債権を譲り受けて対抗要件を備えた者がある場合には、物上代位権の行使をすることはでき[ない]」「民法三〇四条一項但書において、物上代位権者が物上代位権を行使するためには金銭その他の払渡又は差押さえをしなければならないものと規定されている趣旨は、右差押さえによって物上代位の対象である債権の特定性が保持され、これによって物上代位権の効力を保全せしめるとともに、他面第三者が不測の損害を被ることを防止しようとすることにある。」「第三者の不測の損害防止の趣旨は、公示方法が不完全な先取特権においてはもちろん、登記により公示がされている抵当権においても基本的に異なることがないと解すべきであるから(民法三七二条は、抵当権について民法三〇四条を準用するにとどまる。)、抵当権者は民法三〇四条但書による差押前に債権譲渡を受けて対抗要件を備えた者に対して、物上代位権の優先権を主張することはできない。」
「賃料債権に物上代位しようとする抵当権者は、賃料債権の「払渡」前に差押えをすることが必要であり、その差押えがあるまでは、抵当権設定者は、目的不動産の賃料債権についての処分権限を喪失しないものというべきである。」「抵当権者が民法三〇四条一項による差押前に債権譲渡があった場合は、その処分権限の範囲においては、単に抵当権者による物上代位権による差押えあるいは抵当権の実行が予想されていたということのにみによって権利の濫用であるということはできない。」
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最判平成17年2月22日・動産先取特権に基づく物上代位と債権譲渡の優劣

民法３０４条１項ただし書は，先取特権者が物上代位権を行使するには払渡し又は引渡しの前に差押えをすることを要する旨を規定しているところ，この規定は，抵当権とは異なり公示方法が存在しない動産売買の先取特権については，物上代位の目的債権の譲受人等の第三者の利益を保護する趣旨を含むものというべきである。そうすると，動産売買の先取特権者は，物上代位の目的債権が譲渡され，第三者に対する対抗要件が備えられた後においては，目的債権を差し押さえて物上代位権を行使することはできないものと解するのが相当である。

債権に対する転付命令と抵当権に基づく物上代位の優劣

最高裁判所平成14年 3月12日第 3小法廷判決 

1. 事案の概要

　Ｘが債務者の有する債権（用地買収に基づく建物移転補償金）について差押命令及び転付命令を得たところ、Ｙらの建物抵当権者らが、転付命令が第三債務者に送達された後、その確定前に、物上代位に基づき、当該債権を差し押さえた。執行裁判所が、ＹをＸに優先させる配当表を作成したことから、ＸがＹの差押えは転付命令にかかる部分については効力がないと主張し、配当異議を申し立てた事案です。

2. 判決

　転付命令にかかる金銭債権（以下「被転付債権」という）が抵当権の物上代位の対象となりうる場合においても、転付命令が第三債務者に送達される時までに抵当権者が被転付債権の差押えをしなかったときは、転付命令の効力を妨げることは出来ず、差押命令及び転付命令が確定したときには、転付命令が第三債務者に送達されたときに被転付債権は差押債権者の債権及び執行費用の弁済に充当されたものとみなされ、抵当権者が被転付債権について抵当権の効力を主張することはできないものと解すべきである。

　けだし、転付命令は、金銭債権の実現のために差し押さえられた債権を換価するための一方法として、被転付債権を差押債権者に移転させるという法形式を採用したものであって、転付命令が第三債務者に送達された時に、他の債権者が民事執行法159条 3項に規定する差押等をしていないことを条件として、差押債権者に独占的満足を与えるものであり（民事執行法159条 3項、160条）、他方、抵当権者が物上代位により被転付債権に対し抵当権の効力を及ぼすためには、自ら被転付債権を差し押さえることを要し（最高裁判所平成13年10月25日第 1小法廷判決）、この差押えは債権執行における差押えと同様の規律に服すべきものであり（民事執行法193条 1項後段、2項、194条）同法159条 3項に規定する差押えに物上代位による差押えが含まれることは文理上明らかであることに照らせば、抵当権の物上代位としての差押えについて強制執行における差押えと異なる取り扱いをすべき理由はない。

ここに私見がきます

【語句説明】


債権者：債権を持っている人。債務者に対して金銭の支払いや目的物の引き渡しなど、一定の行為を請求できる者。

債務者：債権者に対して一定の行為をする義務のある者。

物権：人が物に対して持っている権利。Ex）所有権

債権：特定の相手方に一定の行為を請求できる権利。Ex）金銭を貸した者が借り手に対して、その返還を請求する

抵当権：債務者又は第三者が占有を移さないで債務の担保に供した不動産について，他の債権者に優先して自己の債権の弁済を受ける権利。債権者が、債務者の債務不履行に備えて設定する。債務不履行の場合には、抵当権が設定された不動産は競売にかけられ、債権者は貸した金額を回収できる。

対抗要件：第三者に権利を主張するために必要となる要件。当事者間では必要ない。

登記：一定の事項を広く社会に公示するために公開された公簿に記載すること。取引関係に入ろうとする第三者に対して、権利の内容をあらかじめ明らかにし、第三者に不測の損害を被らせないようにするための制度。不動産の権利の変動の登記は、不動産物権変動を第三者に対抗するための要件とされる。（177条)

二重譲渡：いったん売った同じ物をさらに他に二重に売ること。不動産については登記、動産については引渡し又は登記という対抗要件を先に備えた買主が完全な権利者となり、他方の売買は履行不能となる。

先取特権：法定担保物権の一種。一定の類型に属する債権を有する者に付与される、債務者の財産について他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利。(303条)

物上代位：担保物件を有する者が、担保物権の目的物が売却・賃貸・滅失・破損等によって金銭債権等（売買代金債権・損害賠償請求権・保険金請求権等）に転化したときは、これらの上にも効力が及び、目的物に代わる物・金銭から、担保物権の効果として優先的に弁済を受けることができる。ただし、先取特権者は、その払渡し又は引渡しの前に差押えをしなければならない。(304条)　抵当権にも準用される。(372条)

差押え：債権者の権利の実現のために、国が債務者に、財産（不動産、動産、債権）の処分を禁止すること。

法人：自然人以外のもので法律上の権利義務の主体とされているもの。

物上保証：自己所有の財産を他人の債務の担保に供すること。例えば、他人の債務のために自己所有の財産の上に抵当権を設定するなど。物上保証人は保証人と違って、債務を負わず、単に担保に提供した財産に対し担保権が実行されるのを甘受する責任を負担するにすぎないため、債権者は物上保証人に対し、担保物によって弁済されなかった残余の債務の弁済の請求や債務自体について履行の請求等はできない。

保証債務：AがBに対して債務を負っている場合に、CとBとの間の契約で、もしAが債務を履行しないときにはAに代わってCがその履行をする旨の債務を負担することがある。この場合のCを保証人という。

債権譲渡：契約によってA（債権者）のB（債務者）に対する債権を同一性を変えないでC（債権譲受人）に移転し、CのBに対する債権とすること。

代物弁済：債権者と債務者間の契約により債務者が本来負担していた債務（例えば100万円の借金）の代わりに他の給付（例えば自動車）をして債務を消滅させること。

供託：金銭・有価証券その他の物を供託所などの供託機関に寄託すること。
森です。
とりあえず、みんなのレジュメはっ付けてこんな感じにしました。

来週にゼミ発表が大口開けて「Hey! Come on!」しているので

修正は修正したい部分を見つけた人が各自で行うようにしていただきたいです。

その場合はファイル名を「Gプロ.日付＠名前.doc」にしてください。

図の部分で修正したい部分を見つけてくれやがった目敏い野郎は

直接私にメールしてください。

私が修正します。
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